
川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画
進捗管理シート

《令和５年度　最終報告》

令和６年10月

　■進捗管理シートの見方

　　　各項目１ページ目（左）は「第８期介護保険事業計画」に書かれている計画内容です。
　　　担当課のうち、「福祉」は福祉課、「健推」は健康推進課、「包括」は地域包括支援センター、
　　　「社協」は町社会福祉協議会を表しています。

　　　各項目２ページ目（右）は、令和５（2023）年度の最終的な事業実績です。
　　　指標については、原則として年度末（令和６年３月末）時点の数値です。
　　　実施内容のうちの「進捗度」、及び指標の動きの「評価」のアルファベットは、下記の通りです。

○ 進捗度 ○ 評価
Ａ　計画以上に進んでいる Ａ　計画を上回っている
Ｂ　計画通りに進んでいる Ｂ　ほぼ計画通りである
Ｃ　計画よりも遅れている Ｃ　計画をやや下回っている
Ｄ　進んでいない Ｄ　計画をかなり下回っている
Ｅ　不明・その他 Ｅ　不明・その他



川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 1

項目名 1

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

④ 担当課

⑤ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

人 1,030 1,000 1,100 1,200

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

回 6 6 6 6

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

件 ─ 100 100 100

評価方法

データの共有や医療専門職によるアプローチを通じて、国民健康保険及び後期高齢者
の保健事業と介護予防事業との一体的実施に向けた体制を整備します。

自立支援型地域ケア会議の開催回数をカウントする。

指標名
保健事業と介護予防事業の一
体化のための対象者へのアプ
ローチ件数

保健事業と介護予防事業の一体的実施の対象者を抽出し、アプローチした
件数をカウントする。

各種の一般介護予防事業への参加延べ人数をカウントする。

指標名
自立支援のための個別ケア会
議の開催回数

介護予防対象者の把握

介護予防の普及啓発

地域における介護予防活動への支援

リハビリテーション活動への支援

一般介護予防事業への延べ参
加者数

高齢者の保健事業との一体的実施 健推、福祉

要介護状態を予防、軽減し、自立生活を支えるために

介護予防事業の推進

指標名

介護予防活動としては、運動機能向上事業（かわごえパワーステーション）、低栄養予防
事業（体にええよ～教室）、口腔機能向上事業（健口教室）、閉じこもり予防事業（あつま
れ！オールだー’s）を一般介護予防事業として実施しています。介護予防、認知症予防
の意識の高まりを受けて、予想を上回る参加を得ています。また、健康推進委員による
地区教室においては、川越町ご当地体操の「キラキラ体操」を普及しています。しかし、
短期集中サービスについては、該当者はいるものの、対象となる利用者が少ないことか
ら、サービスを利用しやすくする方策を検討する必要があります。

介護予防・日常生活支援総合事業を推進し、自立支援型の地域ケア会議を開催するこ
となどを含め、高齢者の自立支援につながるよう介護予防事業の一層の充実を図りま
す。

地域包括支援センターでの相談や訪問、民生委員、主治医等からの情報収集、各地区
に出向く事業の実施などを通じて何らかの支援を必要とする高齢者を把握し、介護予防
へとつなげます。

介護予防にかかる普及・啓発に向けて、運動機能向上事業を行うとともに、各地区に出
向いて、低栄養改善事業、口腔機能向上事業、閉じこもり予防事業を開催します。
また、地域包括ケア研修会における介護予防知識の普及啓発を図ります。

筋トレと認知症予防を普及するため、「キラキラ体操」やサロン活動での取り組みなど、各
地区での介護予防活動を支援します。

介護予防の取り組みを強化するため、自立支援型の地域ケア会議における専門職等か
らの助言等を受ける体制づくりを進めます。
また、介護予防・生活支援サービス事業の短期集中サービスについて、リハビリテーショ
ンの効果が見込まれる対象者に対するサービス提供を検討します。

福祉、包括

健推、福祉、包括

健推、福祉、包括

福祉、包括
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｂ　

④ 進捗度 Ｂ　

⑤ 進捗度 Ａ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

人 1,030 1,200 1,549 Ａ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

回 6 6 6 Ｂ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

件 ─ 100 173 Ａ　

課題と対応策

保健事業と介護予防事業の一
体化のための対象者へのアプ
ローチ件数

一般介護予防事業は、予定通り実施できた。コロナ禍が落ち着き、運動機能向上事業
は、新規参加者の増加があり、今年度も、昨年度より参加者数が増加した。
集団で一か所で開催しているため、通いにくい人は参加できない。卒業制を取っているた
め、卒業後運動をやめてしまうケースが多く、地区開催の百歳体操にうまくつなげることが
課題である。

一般介護予防事業への延べ参
加者数

指標名
自立支援のための個別ケア会
議の開催回数

指標名

評価理由
など

新型コロナ感染が落ち着き、今年度も、昨年度に引き続き新規参加者の増加
もあり、計画地を上回る参加者数となった。新規参加者が継続して参加でき
るようより丁寧な支援に努めていく。R5運動機能向上事業延べ957名、口腔
栄養教室延べ62名

評価理由
など

地域個別ケア会議を2か月ごとに6回開催。個別事例に対して、多機関・多職
種の参加者がそれぞれの専門知見から助言など行い、情報共有することでよ
りよい支援・ケアの内容について検討し、役割分担した。

評価理由
など

173名に質問票の送付によるアプローチを実施し29名を訪問し、保健指導、
栄養指導、介護要望事業の紹介や受診勧奨を行った。
質問票等によるスクリーニングにより支援が必要な方への訪問に繋げることが
ができた。

　健康かわごえ推進委員による地区教室は、7地区で実施。実施できなかった3地区は、
メンタルパートナー教室や口腔栄養教室で地区活動は実施した。運動教室や健康講座
など多様な内容の教室を開催することができた。
　介護予防活動の周知・啓発として、在宅でも簡単に始められる運動指導「吉日体操」の
パンフレットをリニューアルし、介護予防事業や相談時に配布したり、サロンや老人クラブ
活動への啓発・指導を行った。

リハビリテーション活動への支援

　地域包括支援センターの職員が地区で行う老人クラブ等の集いの場において、「吉日
体操」を運動指導として実践した。

指標名

令５/最終

介護予防対象者の把握

　地域包括支援センターでの相談や訪問、民生委員、福祉協力員、情報共有会議、主
治医等からの情報収集、各地区に出向く事業の実施などを通じて、何らかの支援を必要
とする高齢者を早期に把握し、介護予防教室やふれあいサービス等に繋げている。

介護予防の普及啓発

　運動機能向上事業は、いきいきセンターにて月４回と地区公民館（９地区）で実施し
た。低栄養予防及び口腔機能向上事業については、５地区で実施した。運動機能向上
事業延べ957名、口腔、低栄養事業（口腔栄養教室）延べ62名の参加があった。運動
機能向上事業は、新規参加者の増加が見られた。
　認知症予防事業「認ニン！教室」は感染対策を講じ、延べ339名の参加があった。男
性特化型の閉じこもりやフレイル予防を目的とした「男ズ・ウォーカー」は全11回開催。町
内をウォーキングしながら、ゴミ拾いを行い介護予防とともに地域貢献も行う事業として実
施した。
　また、スポーツ推進委員の指導のもとボッチャ、ﾌﾗﾊﾞｰﾙﾊﾞﾚｰを行い、 延べ58名の参
加があった。
　閉じこもり予防事業「新オールだー’S だよ全員集合」は10地区で開催し、年間延べ
133名の参加があった。

地域における介護予防活動への支援

高齢者の保健事業との一体的実施

　75歳になる方に質問票を173人に質問票を送付。 108人より返信があり、返信者およ
び未返信者のうち、気になる方29名の訪問を、管理栄養士と保健師で実施した。再訪問
等のアプローチについては、令和5年度以降にフレイル予防のための支援を行い、再訪問
等により対象者の前後比較による評価を行っていきたい。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 1

項目名 2

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

人 528 530 570 620

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

人 40 61 61 61

評価方法

要介護状態を予防、軽減し、自立生活を支えるために

生活支援サービス事業の推進

指標名

予防給付サービスから介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）への移行がス
ムーズに進み、事業対象者数(各年度10月1日現在)が平成30(2018)年度5人、令和
元(2019)年度14人、令和２(2020)年度26人と増加し、総合事業の利用者が増加する
とともに、関係機関との連携によって、介護保険サービスの「卒業」をめざした自立支援
型のケアマネジメントを行っています。今後は、本人にも、サービス提供側にも、ケアマネ
ジメントする側にも、各々「卒業」の視点を持つことが必要です。
また、生活支援のためのふれあいホームヘルプ、ふれあいデイサービス、地域における
サロンとの連携が必要です。住民主体型サービスについても検討し、地域における共助
を進めていくことが求められます。

介護予防・日常生活支援総合事業を推進し、川越町の地域特性や社会資源を生かし
て、介護予防と生活支援サービスの一体的な提供を図ります。

要支援者と事業対象者に対し、訪問型及び通所型の介護予防(従来)相当サービスを
引き続き提供するとともに、専門職による短期集中サービスについては利用しやすい
サービスとなるよう検討を行います。また、緩和された基準によるサービスや住民主体の
サービスの提供についても、事業所や地域との調整を図ります。
あわせて、サービス内容について、住民及び関係機関への周知を図ります。

要支援者等の心身の状態の改善につなげられるよう、関係機関との連携によって自立
支援型のケアマネジメントを行い、適切なアセスメントのもとで介護予防・日常生活支援
総合事業によるサービス等の提供を図ります。

福祉、健推、包括

福祉、包括

訪問・通所型サービスの提供

介護予防ケアマネジメントの実施

訪問型・通所型の従来相当
サービスの延べ利用者数

訪問型及び通所型の従来相当サービスの延べ利用人数をカウントする。

指標名
訪問型・通所型の短期集中
サービスの延べ利用者数

訪問型及び通所型の短期集中サービスの延べ利用人数をカウントする。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

人 528 620 771 Ａ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

人 40 61 46 Ｃ　

課題と対応策

指標名

令５/最終

訪問・通所型サービスの提供
　要介護認定の新規申請時や更新時にスクリーニングを実施し、適切なサービスに繋げ
ている。また、コロナ禍の影響や、高齢者に占める後期高齢者の増加等により、要支援
者数等は増加傾向であり、引き続き第１号訪問・通所型サービス事業の利用者も多い
状況である。
　通所型短期集中サービスである栄養改善指導サービスについては、特定健診結果よ
りBMIの低い方を抽出し、栄養指導を行なった。また、前年度より引き続き対象になる方
が多いが、継続的に支援を行なっている。利用者46 人。

介護予防ケアマネジメントの実施
　適切なアセスメントを行い、関係機関とも適宜連携を図りながら、自立支援を目指した
ケアマネジメントを行っている。

 従来の介護予防現行相当サービスの通所・訪問型サービスについては、前年度に比べ
ても利用が増えている一方、短期集中サービスについては訪問型の利用者がない状況
である。要支援者や事業対象者は増加が見込まれることから、「卒業」を目指したケアマ
ネジメントとともに、基準緩和型などサービスの多様化を検討することが求められる。

訪問型・通所型の従来相当
サービスの延べ利用者数

指標名
訪問型・通所型の短期集中
サービスの延べ利用者数

評価理由
など

新規相談受付や認定更新時のスクリーニングが的確にできており、ニーズに
あったサービスにつなげ、利用者も計画を上回っている（訪問型203人、通所
型568人）。

評価理由
など

訪問型は０人だが、通所型については、46人の利用であった。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 2

項目名 1

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
回 8 8 8 8

評価方法 各レベルの地域ケア会議（包括ケア会議、個別ケア会議）の開催総数をカウ
ントする。

地域包括支援センターの機能強化

地域ケア会議の開催

地域ケア会議の開催回数

住み慣れた地域で暮らし続けるために

地域包括ケア体制の構築

指標名

地域包括支援センターの機能強化としては、認知症初期集中支援チーム及び認知症
地域支援推進員、生活支援コーディネーターの体制が軌道に乗り、関係機関や地域と
の情報共有、連携を進めることができました。
一方、地域ケア会議についても各関係機関との情報共有、役割を明確にし、課題解決
への支援をすることができました。今後は地域ケア会議の実施内容を整理し、地域課題
の把握・対応につなげることや自立支援にも寄与する地域ケア会議の実施、「8050問
題」や精神疾患の方などへの支援にもつなげられる方策の検討が必要です。

地域包括ケアシステムにかかわるさまざまな取り組みが重層的に進められるとともに、複
雑化・複合化した支援ニーズに対応することで地域共生社会の実現が図られるよう、そ
の中核的な役割を担う地域包括支援センターの機能の充実を図るとともに、専門多職
種の連携と地域団体等との連携を強化します。
また、地域ケア会議の開催などを通じて、地域課題を関係者間で共有した上で政策推
進につなげます。

包括的支援事業の充実とともに、「8050問題」をはじめとする複雑化・複合化した支援
ニーズなどにも対応するため、地域包括支援センターと町関係課及び関係機関とのネッ
トワークによる機能強化を図ります。

困難事例など個別ケースの検討にあたる「個別ケア会議」を開催し、課題への対応と関
係者間のネットワーク化、自立支援に向けた課題の共有化等を図ります。
さらに、個別ケア会議から得られた地域課題を共有化し、政策推進につなげるため、関
係機関や地域組織などの参画によって「地域包括ケア推進会議」を開催します。

福祉、包括

福祉、包括
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
回 8 8 6 Ｃ　

課題と対応策
　日々複雑化・複合化している個別ケースをみていくことにより明るみに出る地域課題の
解決策として、新たな資源開発や地域ネットワークの強化等が求められている。地域に
根付いたさまざまな支援を充実させることで相談当事者が安心してサポートを受けなが
ら住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう、建設的で効果的な検討の場
とする必要がある。

地域ケア会議の開催回数

評価理由
など

定例開催し個別ケースを中心に多機関・多職種の実務者視点から解決策を
検討した。

指標名

令５/最終

地域包括支援センターの機能強化
　各地区との情報共有会議への参加などにより、効果的に情報の共有を行い地域との
連携が引き続き出来ている。地域関係者や関係機関、住民からの情報をもとに自立支
援や重症化防止に繋がったケースもある。また、地域ケア個別会議などを通じて、専門
職や町関係部署との連携・役割分担も出来てきている。

地域ケア会議の開催
　地域個別ケアを2ヶ月ごと年6回開催した。個別ケースについて多職種があらゆる視点
から検討を行い、それぞれの役割分担を明らかにし課題解決に向けて協議をした。
　地域ケア推進会議については、第９期介護保険事業計画策定委員会において、地域
分析やこれまでの成果、地域課題の共有を行い、施策反映の検討を行ったことにより、
地域ケア推進会議としての開催は行わなかった。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 2

項目名 2

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

回 0 6 6 6

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

回 6 6 6 6

評価方法

住み慣れた地域で暮らし続けるために

組織間の連携強化

指標名

多職種連携の機会づくりとして、地域ケア個別会議、ケアマネ連絡会及びサービス事業
者間会議を開催し、事業所等との関係を構築し、困りごとや課題を共有するとともに、ケ
アマネジャーや事業所が行政と一緒に解決していける体制づくりができつつあります。今
後は、マネジメントやサービスの質の向上に向けて、研修後に個別にフィードバックし、個
別事例への助言指導ができるような体制構築が必要です。

町、社会福祉協議会、地域包括支援センター、サービス提供事業者、川越診療所をは
じめとする医療機関など、本町における高齢者にかかわる関係機関の「顔の見える関係」
をつくり、連携を強化します。
また、地域包括支援センターを中心に、ケアマネジャー及びサービス提供事業者のネット
ワークを構築し、情報の共有化を図ります。

地域ケア会議や地域包括ケア研修会の場などを活用しながら、医療、保健、介護などの
多職種間の連携を促し、地域包括ケアの質的向上につなげます。

町内のケアマネジャーに対し、自己研さんと情報交換機会の充実を図ります。
特に、ひとりのケアマネジャーのみで事業運営している事業所の支援については、主任介
護支援専門員が事業所を訪問することも含め、気軽に相談できる体制を整え、事例に
よってはケアマネジャーが開催するサービス担当者会議に主任介護支援専門員が出席
するなど、助言指導を行います。

保険者・事業者の連携を強化し、サービス提供体制に関することをはじめとした情報を確
保・共有する場として、介護保険サービス事業者連絡会議を継続します。

福祉、包括

福祉、包括

福祉、包括

多職種連携の推進

ケアマネジャーの支援及び連携

サービス事業者間の連携

地域包括ケア研修会の開催回
数

地域包括ケアシステムにかかる各種研修会の開催回数をカウントする。

指標名
サービス事業者連絡会議の開
催回数

サービス事業者連絡会議の開催回数をカウントする。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

回 0 6 3 Ｂ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

回 6 6 6 Ｂ　

課題と対応策

　介護保険サービス事業者間会議を６回開催し、保険者からの情報提供、管内事業所
からの状況報告や問い合わせ、意見交換により町内介護保険事業者間の連携が図れ
ている。
　また、同会議において、事業者にとってもの有益な場となるよう、保険者から、「報酬改
定の経過措置への対応」や、「令和６年度報酬改定に関する情報提供」、「高齢者虐待
への対応と養護者支援」の説明・研修や、町防災部局からの水防法に関する避難確保
計画の作成対応、避難訓練実施等についての説明を行うなど、様々なテーマを設け開
催した。

指標名

令５/最終

多職種連携の推進
　地域ケア個別会議を６回開催し、多職種専門職・関係機関との間の連携により情報共
有や役割分担ができている。
　また、一般町民を対象に、地域包括ケア研修会を実施し、研修内容として「終活の第
一歩！貯めるだけでなく使えることも大事なお金(財産)の話」「福祉用具の上手な利用方
法」「認知症を学びみんなで考える」（7/5・12/18・3/26）をテーマに開催し、それぞれ
20名・20名・24名の計64名の参加があった。

ケアマネジャーの支援及び連携
　ケアマネ連絡会を管内のケアマネージャーの資質向上、ケアマネジメント支援、関係づ
くり等を目的に６回開催し、保険者より「川越町のケアマネジメントに関する基本方針につ
いて」、町診療所より「川越診療所の受診について」、四日市市在宅医療・介護連携支
援センターより「医療と介護の便利帳～むすぶ～について」、「介護現場での医療処置に
ついて」、ケアマネジメントの事例検討(２回)、コープみえの夕食宅配の試食、三重県地域
医療介護総合確保基金事業「ケアマネジャー総合相談：令和6年度法改正など」の内容
で実施した。
　また、管内ケアマネージャーが対応に苦慮しているケースでは、情報共有を行い、主任
介護支援専門員が訪問に同行するなどの支援を行なっている。

サービス事業者間の連携

　地域ケア個別会議、ケアマネ連絡会、サービス事業者間会議、地域包括ケア研修会
を計画通り開催することができた。今後も継続し、情報共有・連携の強化、効果的な研修
会の開催等が必要である。

地域包括ケア研修会の開催回
数

指標名
サービス事業者連絡会議の開
催回数

評価理由
など

計画通り開催出来た。

評価理由
など

計画通り開催出来た。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 2

項目名 3

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

件 45 50 50 50

評価方法

住み慣れた地域で暮らし続けるために

介護予防・生活支援の基盤づくり

指標名

地域における介護予防・生活支援の基盤づくりについては、生活支援コーディネーター
が継続して各地区の情報共有会議に参加し、ニーズや課題を把握するとともに、それに
対する情報提供を行い、地域での見守り活動などにつなげています。今後は、地域差や
地域の実情を踏まえた対応を行い、多様な主体の掘り起こしにつなげるとともに、生活支
援コーディネーターの位置づけを明確にしながら、専門機関との連携を図っていくことが
求められます。

地域における介護予防と生活支援の取り組みが多様な主体によって展開されるよう、生
活支援コーディネーターを社会福祉協議会に委託するとともに、生活支援にかかる関係
機関からなる協議体において連携強化を図ります。

高齢者のニーズを踏まえ、生活支援コーディネーターの支援により、ボランティアや生
活・介護支援サポーターなど、地域住民をはじめとする多様な主体が協働で取り組める
活動を掘り起こしていきます。

多様な主体による多様な生活支援のための活動が展開されるよう、生活支援コーディ
ネーターが地域に出向き、ニーズの収集及び活動にかかる情報提供を行うとともに、
ニーズと活動とのマッチングを進め、必要な資源開発を促進します。

福祉、社協

福祉、社協

多様な主体による活動の促進

生活支援のコーディネート

生活支援コーディネーターによ
る支援件数

生活支援コーディネーターが地域等に対して支援した回数をカウントする。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

件 45 50 74 Ｂ　

課題と対応策

指標名

令５/最終

多様な主体による活動の促進
　生活支援コーディネーターが、地域ケア個別会議や地区の情報共有会議、同担当者
会議への参画を通じ、地域特性、個別、地域課題の把握に努めることができた。
　また、抽出された地域課題から住民が主体となり過去に立ち上がったマンション内サロ
ン、子どもを中心とした高齢者を含む居場所づくりの運営支援を継続的に行った。

生活支援のコーディネート
　生活支援コーディネーターが、ケアマネージャーから相談のあった個別ニーズに対し、
制度の狭間の困りごと支援を担う「サポートボラ」と調整し、支援を実施した。高齢者を含
む生活困窮の相談者にボランティアの行うフードドライブをきっかけにした居場所"どうぞ
のつくえ"の紹介し孤立防止に努めている。

　ひきこもりや複合的な課題を抱える方のニーズ把握が継続的に必要だと考える。個別
ケース対応時、情報共有会議、地域ケア個別会議等においてそれらの把握に努めるこ
ととあわせ、新たな社会資源開発の具体化に向け、地区社協等を通じて住民が主体的
に地域づくりに関わる気運の醸成が求められる。

生活支援コーディネーターによ
る支援件数
評価理由
など

個別ケースの対応とあわせニーズ把握、必要な社会資源の検討を進めてい
る。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 2

項目名 4

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

④ 担当課

⑤ 担当課

⑥ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

人 758 800 850 900

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

件 71 200 200 200

評価方法

住み慣れた地域で暮らし続けるために

総合的な認知症施策の推進

指標名

認知症に対する取り組みについては、「もの忘れ相談室」や「認ニン！教室」を継続して
開催するとともに、認知症初期集中支援チームによる支援を行っています。また、地域
で認知症の人や家族を支えるため、認知症サポーター養成講座やステップアップ講座
を開催するとともに、事業所の協力を得ながら「認知症カフェ」を開催しています。認知
症に対する意識は向上し、早めの対応の必要性についての認識が高まっていますが、今
後も必要な方にできるだけ早く支援が届くような体制づくりと、地域における理解の向上を
図ることが必要です。さらに、ひとり歩きに対する対応として、探索システムの構築に向け
て取り組んでおり、支援者の登録呼びかけとともに周知を図っていくことが必要です。

認知症施策推進大綱を踏まえ、「予防」と「共生」に軸足を置いた取り組みを進めるた
め、地域包括支援センターに配置した認知症地域支援推進員が認知症施策の総合調
整を図るとともに、地域の専門医や専門医療機関との連携を強化します。
認知症予防を進めるため、介護予防事業において認知症予防に対する意識を高めま
す。また、認知症の早期発見と初期支援に向けて、「もの忘れ相談室」と認知症初期集
中支援チームの体制強化を図ります。
あわせて、ひとり歩きの発見など、認知症高齢者を地域で見守り、支援していくため、広
報活動や認知症サポーターの養成などを通じてあらゆる世代の理解を促すとともに、地
域における見守りネットワークや支援の場づくりを進めます。さらに、支援の組織化につい
ても検討を進めます。

介護予防事業において、認知症予防のための「認ニン！教室」を実施するとともに、他の
教室等においても、認知症予防の意識を高め、認知症の発症・進行を予防する観点を
取り入れた取り組みを進めます。

認知症の早期発見と認知症の人や家族への初期支援が図られるよう、「もの忘れ相談
室」と認知症初期集中支援チームとの連携による体制強化を図ります。
また、認知症ケアパスなどを活用しながら、地域包括支援センターに配置した認知症地
域支援推進員と地域の専門医（認知症サポート医等）や専門医療機関（認知症疾患医
療センター）との連携を強化します。
さらに、介護サービス等における認知症対応力を向上させるため、研修の受講を促しま
す。

子どもから高齢者まであらゆる世代の住民に対し、認知症に対する知識を深めるため、
専門医による講演会や本人発信等を含めた広報、学校等における啓発などを充実させ
るとともに、引き続き、認知症サポーターの養成を進めます。

認知症の人の生活場面にかかわる金融機関・商店会などの機関、認知症サポーター、
警察・消防、ＮＰＯ等といった地域の社会資源を活用する中で、ＱＲコードによる探索シス
テムを構築し、ひとり歩きの発見など、地域ぐるみで認知症の人を見守る体制を整備しま
す。

福祉、包括

福祉、包括

福祉、包括

福祉、包括

福祉、包括
広報・啓発によって若年性認知症に対する理解を促すとともに、県などによる就労支援
も含めた相談・支援体制との連携に努めます。

認知症予防の推進

認知症ケアの推進

認知症への理解の推進

認知症の人の見守りの推進

若年性認知症に対する取り組み

認知症サポーター養成講座
修了者数（累計）

認知症介護家族への支援 福祉、包括

認知症サポーターとして養成講座を修了した人の累計人数をカウントする。

指標名
初期集中支援チームの個別訪
問件数

ピアカウンセリングやリフレッシュなどによる認知症介護家族の支援につなげるため、「介
護者のつどい」を引き続き開催するとともに、介護サービス提供事業所の協力を得なが
ら「認知症カフェ」の充実を図ります。

認知症初期集中支援チームが個別訪問をした件数をカウントする。

Administrator
タイプライターテキスト
12



年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｂ　

④ 進捗度 Ｂ　

⑤ 進捗度 Ｂ　

⑥ 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

人 758 900 1403 Ａ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

件 71 200 119 Ｃ　

課題と対応策

　認知症サポーター養成講座を８回開催し（商業施設・児童館・町民向け）、71名が参
加。昨年度から実施した新たな取組として、町内小・中学校の総合学習の場において、
地域包括支援センター職員が講師となり、高齢者や認知症の理解を深める授業を引き
続き展開した。（南小学校4年生２クラス・60名、中学校2年生４クラス・156名）

認知症の人の見守りの推進
　引き続き、行政・介護保険事業所・民生委員児童委員・福祉協力員との情報共有を
定期的に行いネットワークの構築を継続的に進め、見守り体制の推進・認知症ケアパス
の周知を図っている。認知症の方の見守りを依頼した商業施設と連携し見守り支援を
行った。

若年性認知症に対する取り組み
　認知症総合施策の中で引き続き対応している。

指標名

令５/最終

認知症予防の推進
　認知症予防教室の「認ニン！教室」を５月から毎月開催し、延べ339名が参加。５月、
３月には、体力測定と新たに認知症気付き検査を実施し、併せて3月は講師を招き運動
指導と音楽指導の教室をした。

認知症ケアの推進
　「もの忘れ相談室」を開催し、利用者20名。相談員が相談に応じて、相談を受けた後
は必要に応じ、認知症初期集中支援チーム(12件）や専門医への繋ぎ（11件)により対
応した。
　認知症初期集中支援チームの支援対象者は延べ453人（実人数74人）、訪問件数
119件。医療や介護保険サービスに繋がり終結となった事例が17件。

認知症への理解の推進

認知症介護家族への支援
　「体験型カフェつどい」を11回開催。延べ131名（実人数32名）の参加があった。認知
症カフェは、2か所7回開催し、５６名の参加があった。

　認知症サポーター養成講座については、一般向けの開催とともに、教育委員会と連携
し、高齢者と認知症への理解を深める授業の一環として、小学生・中学生に継続的に開
講できており、計画値を上回る結果となった。引き続き継続するとともに、児童館での開
催については、参加者に低学年等の参加者も増えてきており、内容の検討が必要であ
る。認知症初期集中支援チームの活動については、対象者は増加しているものの、支援
困難事例も多く、必要な支援に繋がるまでに時間を要することがあり、個別支援や地域
のネットワーク構築がより一層必要と考える。また、若年性認知症に対する支援では、情
報把握が難しく、早期発見・早期支援への対応を検討していく必要がある。

認知症サポーター養成講座
修了者数（累計）

指標名
初期集中支援チームの個別訪
問件数

評価理由
など

継続的に開講できている

評価理由
など

支援を拒否される対象者も多く、積極的に訪問できていない
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 2

項目名 5

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

④ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

件 40 100 100 100

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

回 0 1 1 1

評価方法 地域包括ケアシステムにかかる各種研修会のうち、医療知識に関するものの
開催回数をカウントする。

在宅医療と介護の連携にかかわる地域包括支援センターへの相談件数をカ
ウントする。

指標名
地域包括ケア研修会における医
療知識の研修回数

医療と介護に関する情報の活用と共有

医療と介護の連携体制の構築

在宅医療・介護にかかる相談体制の整備

住民への普及啓発

在宅医療・介護連携の相談件
数

住み慣れた地域で暮らし続けるために

在宅医療と介護の連携

指標名

在宅医療に関する相談については、地域包括支援センターの24時間365日体制によっ
て受け付け、必要な支援につなげています。特に川越診療所をはじめとする医療機関と
の連携体制が強化されるとともに、医師会との連携によって「退院時カンファレンスマニュ
アル」の導入が図られるなど、入退院時の支援が充実してきました。今後も、在宅医療や
ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の考え方を周知し、希望する人の在宅での療養や
看取りを実現していくことが求められます。

在宅における医療・介護サービスが切れ目なく提供されるよう、川越診療所、医師会及
び介護サービス提供事業者等との連携により、在宅医療と介護の連携体制を強化しま
す。

医師会等の関係機関と連携し、地域の医療・介護資源を把握するとともに、地域ケア会
議などを通じて在宅医療と介護の連携に際しての課題を抽出し、その対応策を協議して
いきます。
また、医療職と介護職の情報の共有に資するよう、情報共有シートの活用を図るととも
に、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した情報共有のしくみについても引き続き検討します。

切れ目のない在宅医療・介護サービスの提供に向けて、川越診療所と介護サービス事
業者との連携を強化するとともに、医師会との連携のもと、医療機関、訪問看護ステー
ションなどが継続してかかわることができる体制づくりを進めます。
あわせて、医療職と介護職が相互に知識を深め、「顔の見える関係」を構築できるよう、
多職種が参加する研修機会の充実に努めます。
さらに、隣接する市町や保健所との連携を強化します。

引き続き、地域包括支援センターにおいて在宅医療・介護連携に関する相談窓口を設
置します。

住民に対する講演会を開催するなど、在宅における療養生活やＡＣＰ（アドバンス・ケア・
プランニング）の考え方、看取りなどに関する正しい知識の普及・啓発に努めます。

福祉、包括

福祉、包括

福祉、包括

福祉、包括
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｂ　

④ 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

件 40 100 45 Ｃ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

回 0 1 1 Ｂ　

課題と対応策
医療・介護連携については四日市医師会の協力もあり体制が出来てきており、在宅医療
への引継ぎが適切にできるようになってきている。昨年作成された四日市医師会の主導
による「医療と介護の便利帳」を活用し、多機関や多職種等との連携体制を行っている
が、便利帳の随時更新やお互いに新しい職員への周知が必要である。今後も更なる医
療と介護、多機関、多職種との連携体制の構築を図っていく必要がある。

在宅医療・介護連携の相談件
数

指標名
地域包括ケア研修会における医
療知識の研修回数

評価理由
など

連携がマニュアル化され、少ない回数で調整できるようになってきた

評価理由
など

新型コロナ感染も５類となり、参加者数も増加した。

引き続き、24時間365日体制で相談できる窓口を設置し、若年層や就業している介護
者が相談しやすいよう月1回第2土曜日に個別相談窓口を開設した。。町民・関係機関
との連携を行っており、在宅医療への移行や介護との連携がスムーズに行えることで早
期退院につながっている。

住民への普及啓発
令和6年１２月に福祉用具をテーマに研修会を実施し、20名の参加があった。

指標名

令５/最終

医療と介護に関する情報の活用と共有
引き続き「医療と介護の連携シート」の啓発・普及を図り活用を呼び掛けた。四日市医師
会が主催する地域連携室連絡会は、オンラインでの開催となったが、引き続き参画し、
情報共有を図った。コロナ禍を踏まえ、終末期を在宅で過ごされる方が増加している。医
師会内、各包括・居宅介護支援事業所などと連携を図り、必要な支援に繋げている。

医療と介護の連携体制の構築
四日市医師会の「退院時カンファレンスマニュアル」完成後の実践状況や改善点などを
繰り返し共有した。引き続き、状況確認のアンケートの実施やマニュアル改善に向けての
聞き取りを継続している。また、新たな取り組みとして、四日市医師会による「医療と介護
の便利帳（在宅医療介護連携拠点を掲載したもの）」の作成に参画した。
　川越診療所及び近隣病院への包括支援センターのチラシを配布し、対象者に相談支
援の案内に協力いただいている。情報共有を日常的にしやすい関係性を構築、入退院
時支援がスムーズに窓口へ繋がるようになった。特に、川越診療所においては地域ケア
担当を置き、介護へのつなぎを意識した連携・相談・助言を継続的に行っている。

在宅医療・介護にかかる相談体制の整備
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 3

項目名 1

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

④ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
人 151 150 160 170

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
回 0 80 80 80

評価方法

地域みんなで支え合うために

地域での相互支援体制の充実

指標名

地域での支え合い体制を構築するため、生活・介護支援サポーター養成講座の開催を
継続し、サポーターによる各地区のサロン活動の運営支援が行われています。また、福
祉協力員養成講座、フォローアップ講座を開催し、福祉協力員の委嘱によって、各地区
の民生委員やサポーターとともに情報共有会議を通じて地域福祉にかかる情報の共有
化が図られています。しかし、生活・介護支援サポーターの登録数が減少しており、サ
ポーターの高齢化とともに、いかに活動人数を増やしていくかが課題です。また、地域の
福祉活動として、地区社会福祉協議会活動を促進していくことが求められます。

「支える側」と「支えられる側」を分けることなくだれもがお互いに見守り、支え合う地域共
生社会の構築に向けて、住民活動やボランティア活動など、地域における多様な主体に
よる多様な生活支援サービスを確保するため、生活・介護支援サポーターの養成とその
活動支援を継続するとともに、ボランティアへの支援機能の強化を図るなど、生活支援
コーディネート機能を充実させます。

生活・介護支援サポーター養成事業を継続し、ひとりでも多くの地域福祉の担い手を養
成します。また、地域におけるちょっとした困りごとへの支援など、活動内容の拡充及び多
様化を図り、人びとがお互いに見守り、支え合う地域共生社会づくりを促進します。

生活支援コーディネーターが情報提供やノウハウ提供を行い、生活・介護支援サポー
ターを中心とした地域におけるサロン活動を支援し、地域における通いの場の充実を図り
ます。

社会福祉協議会を核に、地区社会福祉協議会活動や民生委員児童委員協議会活動
との連携・協力体制を強化し、見守りや支援が必要な人の把握や訪問などによる支え合
いや通いの場づくりを促進します。
また、地域での相互支援体制を構築・充実していくため、福祉協力員養成講座を継続し
て開催し、福祉協力員の委嘱を進めるとともに、地域における「情報共有会議」を通じて
地域福祉活動の円滑化を促します。

ボランティア養成講座を定期的に開催し、若者を含めたさまざまな世代のボランティアを
養成するとともに、ボランティアセンター機能を充実させます。また、ボランティア活動の
拠点を活用し、さまざまなボランティアやボランティア団体などの活動の活発化を図りま
す。

福祉、包括

福祉、包括、社協

福祉、社協

福祉、社協

地域福祉の担い手の育成

地域における通いの場づくり

地域福祉活動の促進

ボランティアの育成・活動支援

生活・介護支援サポーター数

生活･介護支援サポーターとして養成講座を終了した人の累計人数をカウン
トする。

指標名
住民による通いの場の実施回数

住民による集いの場として開催された延べ回数をカウントする。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｂ　

④ 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
人 151 170 167 Ｂ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
回 0 80 91 Ａ　

課題と対応策

　地域での支え合いたい体制の充実のため、町社協において、福祉協力員養成講座を
全２回講座で開催し、新たに８名を委嘱し、延べ７５名となった。既存の福祉協力員を対
象としたフォローアップ研修を８月に開催し、モチベーションの維持及び向上を図った。情
報共有会議は各地区で定期的に開催している。
　地区社会福祉協議会の活動は、豊田、高松、亀崎地区で定期的に開催。まちづくり事
業として行政と町社協で天神地区の支援を行い、住民が主体となり新たな事業の実施に
繋がった。当新田地区においてもまちづくり事業の支援のため、定期的に住民懇談会を
全５回の開催した。

ボランティアの育成・活動支援
　町社協において、食品ロス削減、生活困窮者支援を目的とした「どうぞのつくえ」、活動
PRを目的とした広報活動等ボランティア連絡協議会の活動の後方支援を実施した。
　既存ボランティアを対象としたボランティアフォローアップ研修とあわせ、新規ボランティ
ア養成講座として行政と町社協が協働で日本語サポーター養成講座を開催し、次年度
１９名のサポーターが日本語サロンにて活動予定となった。

指標名

令５/最終

地域福祉の担い手の育成
　地域包括支援センターにおいて、引き続き、生活・介護支援サポーター養成講座をす
べて対面型で開講し、延べ25名が受講し、新規サポーター9名を養成した。

地域における通いの場づくり
　昨年度立ち上がったマンション内のサロン、子どもを中心に高齢者等誰もが集える居場
所に対し、継続的に運営支援を通じて定期開催に繋がった。新たに高齢者が気軽に集
える小規模のサロンが立ち上がり、その安定、拡大に向けて生活支援コーディネーターが
中心となり支援をしている。

地域福祉活動の促進

　新型コロナウイルス感染症が5類となり、再開支援を行い、活動を再開することが出来
たがサポーターの高齢化により担い手不足は地域差はあるものの課題となっている。

生活・介護支援サポーター数

指標名
住民による通いの場の実施回数

評価理由
など

活動再開される方もあり、ほぼ計画通りのサポーター数となった。

評価理由
など

コロナ禍で自粛していた活動が再開され、計画値を上回った。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 3

項目名 2

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
人 0 50 50 50

評価方法

地域みんなで支え合うために

福祉意識・福祉教育の充実

指標名

福祉意識については、社会福祉協議会だより「以心伝心」やＳＮＳにより地域福祉に関す
る意識高揚が図られています。また、小・中学校における福祉教育や交流事業の実施
により、福祉に対する理解が深められています。今後も、系統だった福祉意識の啓発と
福祉教育により、認知症や障害に対する理解を深めていくことが必要です。
敬老事業については、75歳以上の人への敬老年金の支給、95歳・100歳到達者への
褒賞の授与とともに、敬老会を開催しています。

福祉に対する住民意識を高めることにより多様な主体の参加・協力を促すため、学校教
育、社会教育、地域における福祉教育や広報活動を推進します。

社会福祉協議会だより「以心伝心」の発行や、ＳＮＳによる発信、パンフレット、チラシの配
布などの広報啓発活動をさらに充実させ、地域福祉活動への理解と協力を呼びかけ、
参加を促します。

小・中学校における福祉教育を進めるため、学校と町内福祉関連施設との連携を図りま
す。
また、社会教育の場における健康・福祉教育を進めるため、蛍雪学園を継続し、高齢者
の仲間づくり及びコミュニケーションを促進します。

高齢者の生きがいづくりのため、引き続き、75歳以上の人への敬老年金、及び95歳・
100歳の人への長寿者褒賞金の支給を継続します。また、敬老会については内容や実
施方法についての検討を進めます。

福祉、社協

福祉、社協、生涯学習

福祉

福祉活動についての広報の充実

学校や地域における福祉教育の推進

敬老事業

蛍雪学園受講者数

蛍雪学園の受講者数をカウントする。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
人 0 50 24 Ｄ　

課題と対応策

　敬老年金については、75歳～90歳未満の方に一律6,000円を支給（1,437人）し、90
歳以上の方には、一律10,000円を支給（156人）した。
　敬老会は新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い4年ぶりに開催となった。また、
敬老の日に合わせて70歳以上の対象者へお祝品を、米寿・最高齢の方へは記念品を
配布した。
　長寿者褒賞金として、95歳の方へ10万円（11人）を贈呈し、100歳の方へ100万円
（1人）を贈呈した。

指標名

令５/最終

福祉活動についての広報の充実
　以心伝心（社会福祉協議会だより）を年4回発行。町内の公共・商業施設等24ヶ所へ
設置。より多くの方に周知するためホームページ、ＳＮＳとの連動とあわせ、各担当グルー
プにて、毎月トップページに動画の更新を行っている。ブログに関してもグループごとに月
2回以上の更新を目標に実施する取組を行っている。また、賛助会員に対しバナー及び
以心伝心への広告掲載案内を実施。

学校や地域における福祉教育の推進
　夏休みに小学生を対象としたボランティア体験教室を３回開催し、朗読、調理、手話を
それぞれテーマに、地域ボランティアとの交流を通じて福祉、ボランティアについて学ぶ
場とした。12月には、小学生とその保護者を対象とした、しめ飾り体験、そば打ち体験を
開催し、ボランティア等地域住民との交流を図ることができた。
　また、11月に川越中１年生と北小学校４年生、12月に南小学校３年生に、障がい当
事者の協力を得てふくしの授業を実施し、共生社会について考える機会とした。

敬老事業

　コロナ禍を踏まえ、ホームページやＳＮＳ等のオンラインを活用した広報活動に新たに
取り組んでいる。また、子どもたちへの福祉教育も継続して実施している。一方、蛍雪学
園についても通年開校として計画通り実施できた。
　敬老事業については、４年ぶりに敬老会を通常通り開催し、敬老年金と長寿者褒賞金
についても、対象者に従来どおり実施した。

蛍雪学園受講者数

評価理由
など

４月と８月以外の毎月、計10回を計画どおり開催した。。（延べ人数136名）
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 4

項目名 1

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
件 2,100 2,150 2,200 2,250

評価方法
地域包括支援センターにおける総合相談（来所、訪問、電話）の総件数をカ
ウントする。

サービス情報の提供

総合相談窓口の充実

総合相談件数

一人ひとりの尊厳を守り、安心を確保するために

情報提供と総合相談の充実

指標名

総合相談窓口としての地域包括支援センターは、24時間365日対応で電話を受け付け
ているほか、必要に応じて訪問による相談にあたっています。地域包括支援センターの
周知を図るため、「地域包括支援センターだより」を各戸配布し、加えて町内25か所にも
設置しています。また、戸別訪問を継続して実施しており、住民の地域包括支援セン
ターへの理解と関係づくりにつなげています。今後の課題としては、いわゆる「8050問
題」を抱える世帯が増えてきており、これを注視していく必要があります。また、戸別訪問
の記録をもとに情報共有し、必要な対応が迅速に取れるようにしておくことが必要です。

高齢者やその家族が気軽に相談でき、また、適切なサービスを利用できるよう、情報提
供を充実させます。働きながら介護する介護者にも対応できるよう、相談の場として地域
包括支援センターのより一層の周知を図るとともに、関係機関との連携を深め、地域包
括支援センターにおける相談窓口を充実させます。

サービス内容や実施場所、サービス提供事業者などの情報について、パンフレット、チラ
シの配布や、広報紙への掲載、町ホームページやケーブルテレビの活用を行うとともに、
地域に出向いてのＰＲ活動を展開します。

「地域包括支援センターだより」の配布の拡大に努めるとともに、地域包括支援センター
のホームページの充実を図り、24時間365日対応可能な相談窓口としての周知に努め
ます。
また、地域包括支援センターの総合相談機能の確保に努めるとともに、多職種・他機
関、民生委員等の組織、事業者、地域住民との連携を強化し、必要な場合に適切な対
応が取れる体制整備に努めます。
さらに、「8050問題」をはじめとする複雑化・複合化した福祉課題に総合的に対応できる
相談支援体制を構築するため、地域包括支援センターの機能強化と、町関係課及び関
係機関とのネットワーク強化を図ります。

福祉、包括

福祉、包括
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
件 2,100 2,250 1,953 Ｃ　

課題と対応策
　相談者数は増加傾向にあるが、1人に対する相談回数は減少、より効率の良い相談
対応で必要な支援に繋げることが出来ていると考える。
　また、コロナ禍により増加した、要支援者や新規の介護保険申請者も、減少には至って
おらず、介護予防事業のさらなる推進のため、介護予防の重要性の周知と早めの予防
事業への参加に繋げるような取組が一層求められる。

総合相談件数

評価理由
など

引き続き、相談窓口の普及・啓発等を行い、365日24時間体制で本人や家
族の不安や心配事の解消や必要な介護サービス・関係機関に繋げている。
電話550件　訪問466件　来所224件　その他172件

指標名

令５/最終

サービス情報の提供
　地域包括支援センターのより一層の周知を図るため、機関紙である「地域包括支援セ
ンターだより」の発行を行い、各種事業の紹介や総合相談窓口等の周知・啓発を行うと
ともに、機関紙の周知のため、町公式ラインへの掲載、ホームページのQRコードの掲載
を行い、スマホ等でも見ることができるよう工夫している。また、ホームページ上では、
バックナンバーも併せて掲載している。

総合相談窓口の充実
　「地域包括支援センターだより」の各戸配布、協力いただいた施設等、町内27か所へ
配置している。
　また、センターだよりの中で毎号特集を組み、総合相談事業を含む地域包括支援セン
ターの取り組みについて紹介し、周知・啓発を図った。
　介護保険事務の福祉課への所管変更から３年が経過し、　生活困窮、障害、高齢者
等の複合的な事案に、一体的な支援や対応の確保が図れており、課題解決や適切な
支援につなげる等、効果が現れてきている。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 4

項目名 2

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
人 6 7 7 7

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

回 221 270 270 270

評価方法 日常生活自立支援事業による権利擁護にかかる延べ支援回数をカウントす
る。

生活支援員の人数をカウントする。

指標名
日常生活自立支援事業による
延べ支援回数

権利擁護の推進

成年後見制度の啓発と利用促進

生活支援員数

一人ひとりの尊厳を守り、安心を確保するために

権利擁護の推進

指標名

日常生活自立支援事業については、令和２年度現在９人の方への金銭管理の援助を
行っています。相談事例の内容に応じて成年後見制度についての説明を行っています
が、日常生活自立支援事業から成年後見制度に移られた方がまだおらず、制度の認知
度向上とともに、内容に対する理解を促していくことが求められます。今後、認知症高齢
者、ひとり暮らし高齢者の増加に伴い、制度の需要は必ず高まってくると考えられること
から、マニュアルの作成など、利用支援の準備を行うことが必要です。

認知症高齢者など、判断能力が低下している高齢者が不利益を被ることがないよう、必
要な人材を養成しつつ、成年後見制度をはじめとする権利擁護にかかる制度利用を促
します。

社会福祉協議会による日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）の積極的な
活用が図られるよう、生活支援員の養成に努めるとともに、各関係機関、地域住民への
さらなる周知と情報提供に努めます。

成年後見制度の利用が図られるよう、住民に対する啓発を行います。
また、専門機関との連携により、成年後見に関する相談を充実させるとともに、申し立て
への支援を行うなど、利用の促進を図ります。
さらに、成年後見制度の利便性を高めるため、法人後見を含む内容の拡充を検討しま
す。

福祉、包括、社協

福祉、包括、社協
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
人 6 7 4 Ｃ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

回 221 270 367 Ａ　

課題と対応策
　自立支援事業については、認知症高齢者のみならずリスクを背負った方の利用が増え
てきており、個別に対応する時間や件数も増加している。今後も職員・支援員の資質の
向上を図り、個々のケースで適切な対応を図ることが求められており、支援員を含めて
対応している。また、支援員の高齢化により新たな支援員を増やす必要がある。

生活支援員数

指標名
日常生活自立支援事業による
延べ支援回数

評価理由
など

生活支援員の減少に伴い、新規支援員の増員の勧誘を行っている。

評価理由
など

感染対策を考え支援回数を減らしているが、一人ひとりの利用者に合った支
援を実施している。

指標名

令５/最終

権利擁護の推進
　日常生活自立支援事業については、利用者１2名(新規4名、終了5名）、新規相談事
例26件であった。生活支援員を対象とした研修（11月17日、12月1日、3月19日、3月
26日）を実施。障害者や認知症高齢者の利用者のケース会議を6回実施した。
　三重県社協の運営監視委員会による町社協への現地調査（9月7日）での指摘事項
については適正な対応を行うとともに、今後も適切な運営及び対応を継続していく。

成年後見制度の啓発と利用促進
　成年後見制度利用に関する相談や問い合わせが微増ではあるが増えておりパンフレッ
ト等を用いながら説明対応する。2件申立書類をお渡しするも申立には至っていない。社
協職員向けに制度理解を目的とした研修会を実施した。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 4

項目名 3

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

回 2 2 2 2

評価方法

一人ひとりの尊厳を守り、安心を確保するために

虐待の防止

指標名

高齢者虐待の未然防止、早期発見を図るため、介護認定調査時に虐待の可能性があ
るかどうか、独自のチェックリストを使用してチェックを行っています。該当ケースに対して
は後追い調査を行い、必要に応じて早期支援につなげています。また、高齢者虐待ネッ
トワーク会議を年２回開催しています。今後も虐待の未然防止策として有効な手立てを
見出すため、ケアマネジャーが家族にも目を向けるよう促し、必要に応じて家族支援につ
なげられるような取り組みが必要です。

高齢者への虐待を防ぎ、早期発見、早期対応ができるよう、関係機関との連携を図りま
す。

医師や警察等との連携を構築するとともに、社会資源を活用し、｢高齢者虐待防止及び
早期発見に関するネットワーク｣のさらなる充実に努めます。また、虐待予防の啓発に努
めるとともに、虐待防止にかかわる関係者の資質向上を図ります。

虐待事案が発生した場合には、虐待対応マニュアルに沿った対応を行い、必要な措置
を図ります。さらに、虐待者、被虐待者ともにケアできるよう、体制づくりを進めます。

福祉、包括

福祉、包括

虐待の未然防止

虐待に関する相談・支援

高齢者虐待防止ネットワーク会
議開催回数

高齢者虐待防止ネットワーク会議の開催回数をカウントする。

Administrator
タイプライターテキスト
24



年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

回 2 2 2 Ｂ　

課題と対応策

指標名

令５/最終

虐待の未然防止
　介護保険認定調査に実施している独自のチェックリストを継続し、373件を実施した。
その中でチェック内容から抽出した134件に対し後追い調査を行い、必要に応じて早期
支援に繋げることができた。高齢者虐待ネットワーク会議については、計画どおり5月・11
月の2回開催した。
　また、介護保険サービス事業者間会議において、「高齢者虐待への対応と養護者支
援」をテーマに、事業所の早期発見の努めや通報義務、通報者の保護等、虐待防止の
理解を深める研修を行った。

虐待に関する相談・支援
　介護支援専門員やサービス事業所職員、地域住民からの虐待疑いの報告・通報を受
けて、関係者からの聞き取り等や速やかな行政への連絡を行い、内容・緊急度に応じて
ケース会議の開催による対応方針の検討や見守りを実施した。
　昨年から見守り支援中の事案については変化があれば関係者からその都度報告を受
け、行政と地域包括支援センターとも、情報共有を行っている。

　虐待事例への対応として対応マニュアルに沿って迅速な対応を行い、早期発見・対応
を図るためにも多職種関係者間の繋がりや地域のネットワークの体制強化がさらに求め
られている。また養護者支援の重要性に改めて注目し、「養護者への相談・助言」や「定
期的な声かけ、ねぎらい等による関係性構築」「養護者が抱える生活課題等についての
アセスメント」等基本的なアプローチを深めていくことが必要である。

高齢者虐待防止ネットワーク会
議開催回数

評価理由
など

計画通りに実施できており、虐待疑いの報告や通報があれば関係者からの
聞き取りを実施、場合によってはケース会議等を開催している(ケース会議3
回)。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 4

項目名 4

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

％ ※ 60 65 70

評価方法
避難行動要支援者の対象となる人のうち、登録した人の割合をカウントする。
※令２実績は計画策定時に未確定。

地域防災活動の促進

サービス提供事業所における防災対策の促進

避難行動要支援者登録率(登
録者数／対象者数)

一人ひとりの尊厳を守り、安心を確保するために

安全なまちづくり

指標名

支援の必要な人に対する防災対策として、避難行動要支援者登録により、名簿の整備
を進めています。今後は、災害時の地域支援者等の支援体制づくりとして、具体的な名
簿の活用方法の検討を行う必要があります。
また、全国的に水害等の災害が頻発しており、ゼロメートル地帯を抱える本町においても
介護サービス提供事業所を含めて、防災対策は喫緊の課題です。

高齢者が安全・安心に暮らせるよう、防災面での生活安全対策を推進します。
また、災害が起こった際に避難を支援できる体制の整備を進めるとともに、地域での見
守り活動の充実を図ります。

ひとり暮らし高齢者等が災害時に取り残されることのないよう、社会福祉協議会、民生委
員児童委員協議会と協働し、災害が起こった際に避難を支援できる体制の整備を進め
ます。

サービス提供事業者に対し、事業所の安全対策や避難対策の徹底を図るとともに、災
害後に速やかに事業が継続できるよう事業継続計画の策定を促します。

福祉、社協

福祉、包括
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

％ ※ 70 74 Ｂ　

課題と対応策
　要支援者台帳の更新は定期に行っている。今後は、登録されている方の個々の状況
に合った避難行動支援策の推進として、個別支援計画の策定を推進し説明を行ってい
ない7地区にも作成を依頼する。作成にあたっては要支援者を支援する地域支援者の
なりてを探すのが困難であり、現在の事例をもとに対策が必要である。

避難行動要支援者登録率(登
録者数／対象者数)

評価理由
など

要支援者名簿の更新を行い、新たに対象となった方及び前年からの未同意
者へ要支援者台帳への登載にかかる説明書・同意書を送付し、新規58名の
登録があった。

指標名

令５/最終

地域防災活動の促進
　81名の新規対象者の方及び未同意者91名に避難行動要支援者登録同意書を発送
した結果、58名の同意書の新規提出となった。
　前年度までに登録された方は346名で、内81名の方が死亡・転出等で異動があったこ
とから、今年度登録は323名となった。（避難行動要支援対象者総数437名）
　避難行動要支援者個別支援計画の策定に着手し、2地区で着手し40名の個別支援
計画を地域の方や関係者とともに計画策定。1地区において地区の役員に対して説明
等を行った。他の地区についても、区長会等で周知・説明を行い。次年度に推進していく
予定である。

サービス提供事業所における防災対策の促進
 町防災部局と連携し、サービス事業者間会議の場において、水防法に関する避難確保
計画の作成対応、避難訓練実施等についての説明を行うなど、事業所等の防災対策に
ついて情報共有を図った。
　また、新規設置された医療に特化した有料老人ホームに対して、作成が義務付けられ
ている防災に関する計画（避難確保計画）の町への提出についても、個別に説明を行っ
た。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 5

項目名 1

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
人 1,462 1,472 1,482 1,492

評価方法

高齢者の生きがいと活躍の場をつくるために

高齢者による地域活動の促進

指標名

老人クラブについては、会員増強活動としてボッチャの導入を検討するとともに、単位ク
ラブでは、継続して地域の行事に積極的に参加し、世代間交流に携わっています。こと
ぶき人材センターについては、新規会員の加入はあるものの、全体の会員数は減少して
います。また、小学校や児童館、老人福祉センターにおけるクラブ活動支援として、囲碁
将棋の手ほどきが行われています。今後も、高齢者の活躍の場づくりが期待されることか
ら、老人クラブ、ことぶき人材センターなどの活動の活発化を図ることが求められます。

社会貢献を通じた生きがいづくりとともに、地域における生活支援の担い手としての活躍
を促すため、老人クラブ活動、ことぶき人材センター事業や高齢者の自主的な活動の支
援に努めます。

老人クラブに対する助成を継続し、指導者研修会への活動支援など、クラブの自主運
営を支援することにより、地域での見守りや声かけなどの活動を促します。また、世代間
の交流を深める事業への参加を促し、子ども、大人、高齢者がつながる地域づくりを進め
ます。

広報紙等における啓発を進め、登録者数の増大に努めるとともに、県シルバー人材セン
ター連合会のシニアワークプログラム地域事業（ＳＰ事業）の積極的受託による技能向上
を支援し、職域の拡大を図ります。また、引き続き安定した運営の確保に向けての検討
を行います。

高齢者に自分の経験や知識などを活用して地域で活躍してもらえるよう、地域の行事や
学校・園及び児童館・子育て支援センターなどでの活動にかかわる機会づくりに努めま
す。
ニーズ把握を行いながら、老人福祉センターなどを開放し、活動の場として提供していく
とともに、地域の公民館などを活用した高齢者の自主的な活動に関する情報を提供す
るなど、必要な支援に努めます。

福祉、社協

福祉、社協

福祉、健推、社協

老人クラブ活動の支援

ことぶき人材センター事業

自主活動の育成・支援

老人クラブ会員数

老人クラブの会員登録者数をカウントする。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｃ　

③ 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
人 1,462 1,492 1,234 Ｃ　

課題と対応策

　老人福祉センター事業において、昨年度より再開した囲碁将棋活動を、あいあいセン
ターで毎週木曜日に定期に開催した。（参加延べ人数333人）
　次年度からは、コロナ前に実施していた、いきいきセンターで実施予定である。

指標名

令５/最終

老人クラブ活動の支援
　定例会の開催を通じて、各単位クラブの活動を共有した。また、今年度は活動の活性
化に向けた後方支援として、隔月で意見交換をする場を設け、意見などを踏まえ、２月
にリーダー研修会を開催した。町老連グラウンドゴルフ大会（２回）、郡老連グラウンドゴル
フ大会（１回）、また、調理ボランティアの協力を得て男性料理教室の開催（４回）、趣味
の作品展の開催（１回）等スポーツや文化を通じて健康増進及び会員相互の交流を
図った。

ことぶき人材センター事業
　病気、加齢、転居、就職等の理由による退会があり、会員数は減少傾向である。現会
員からの紹介で加入される方が多いため、継続して現会員への呼びかけしている。会員
の高齢化により、請負を断らざるを得ない状況で増えてきており、受託業務が減少傾向
にあります。
　シルバー人材センター事業普及啓発促進月間の活動として、１０月に役場庁舎の奉
仕清掃活動を実施した。

自主活動の育成・支援

　老人クラブについて、定例会後の意見交換、リーダー研修会を通じて現状の課題の把
握、活動の活性化、魅力ある活動内容について会員自身に主体的に考える場を設ける
ことができた。それらでまとまった意見を踏まえ、既存事業の見直し及び広報事業等新
たな取り組みに挑戦し、会員数増加に繋げることが求められる。

老人クラブ会員数

評価理由
など

死亡による自然減とあわせ、新規会員登録者が伸び悩む地区があり会員数
は減少傾向である。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 5

項目名 2

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

評価方法

移動手段の検討

高齢者の生きがいと活躍の場をつくるために

高齢者の移動手段の確保

指標名

本町は狭い町域の中に機能がコンパクトに凝縮されており、高齢者にとっても生活しやす
いまちです。しかしながら、自家用車への依存度は高く、コミュニティバスの利用も必ずし
も多くない現状があります。今後、高齢化が進むにつれて、運転免許証の自主返納者も
増えることが予想されることから、日常生活を送る上でも、また社会参加を促す上でも、
高齢者の移動手段をいかにして確保していくかが課題です。

高齢者の日常生活と社会参加を促進するため、現行のコミュニティバスも含め、他の移
動手段の確保方策を検討します。

高齢者の利用にも配慮したコミュニティバスとしての利便性向上に向けた見直しを行うと
ともに、小型の福祉バスの運行やデマンドタクシーの導入など移動支援事業の拡大につ
いても検討を行います。

福祉
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

選択

課題と対応策
　高齢者の新たな移動手段として検討していたデマンドタクシーについて事業は中止と
なった。代わりの手段としてタクシーチケットの配布など検討する必要がある。
　ただし、ふれあいバスの小型化事業を進めている為、次年度については小型化の実施
及びその効果を確認し、必要に応じて新たな手段について検討を行うこととする。

評価理由
など

指標名

令５/最終

移動手段の検討
地域交通担当部局(企画情報課)と連携し、令和４年度に設置された地域公共交通会
議に参画し、本年度も２回の会議が開催された。その中で、高齢者の新たな移動手段と
してデマンドタクシーの実証実験を10月から12月まで実施した。利用者の総数は128名
であり、アンケート調査の結果等では、町の実態には必ずしもそぐわず、費用対効果や利
便性の面等から導入は見送ることとなった。また、同会議において、ふれあいバスの利
便性を高めるため、小型化や巡回ルート等の見直しについて、三重大学と協働で検討を
進め、令和6年度後半からの実施に向けて準備を行った。

Administrator
タイプライターテキスト
31



川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 6

項目名 1

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

④ 担当課

⑤ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
回 17 24 24 24

評価方法

一人ひとりに合ったサービスを提供するために

介護保険サービスの提供と質の向上

指標名

介護保険サービスについては、計画に沿ったサービス基盤が維持されています。ケアマ
ネジメントの質の向上を図るため、ケアプラン点検を実施するとともに、ケアマネ連絡会を
開催しています。また、サービスの質の向上を図るため、介護事業所への介護相談員の
派遣を行い、利用者の声、ニーズの把握に努めています。今後も、自立支援・重度化防
止の視点を持ち、介護予防による「卒業」を意識した取り組みとともに、サービスの質の向
上を促していく必要があります。

町内での介護保険施設の新たな整備は見込まず、できる限り住み慣れた自宅等で生活
し、介護が受けられるよう在宅サービスの充実を図るとともに、一人ひとりの状態に応じた
適切なサービスが受けられるよう、事業者及びケアマネジャーのレベルアップを図りま
す。

本計画にもとづき、地域密着型サービスをはじめとして、被保険者のニーズに合ったサー
ビス基盤の維持に努めます。

サービス提供事業者の自己評価及び第三者評価を促し、評価結果の公表を促すととも
に、地域密着型サービス提供事業者や居宅介護支援事業所に対して定期的な実地指
導を行うなど、適切な助言、指導を行います。
また、各事業者において人材確保とレベルアップが図られるよう、研究・研修機会などの
拡充に努めます。

サービス利用者の相談に応じつつ、サービスの改善につなげられるよう、介護相談員の
派遣を継続するとともに、研修機会などの拡充に努めます。

ケアマネジメントの質的向上が図られるよう、地域包括支援センターの主任介護支援専
門員がケアマネジャーからの相談に応じるとともに、サービス事業者連絡会議の中でとも
に学ぶ機会を設けるほか、地域包括ケア研修会を定期的に開催していきます。また、県
や周辺市町と連携し、研修機会などの拡充に努めます。

福祉

福祉、包括

福祉、包括

福祉、包括

サービス提供基盤の確保

サービス事業者の育成・指導

介護相談員の派遣

ケアマネジャーの資質向上

介護相談員の派遣回数

感染症等への備えの促進 福祉、包括

介護施設への介護相談員の派遣回数をカウントする。

新型感染症などの発生予防対策等が適切に図られるよう、好事例等の情報提供を行い
ながら啓発に努めるとともに、関係機関との連携などを促します。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｂ　

④ 進捗度 Ｂ　

⑤ 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
回 17 24 10 Ｂ　

課題と対応策

5月に新型コロナウイルス感染症が5類に移行したことに伴い、事業所への訪問活動を再
開した。7月、8月は事業所におけるクラスター等の問題により実施できなかったが、他の
月は訪問を行い、10回、7事業所を訪問した。また、介護相談員連絡会については１２
回開催し、今後の方針、現状把握等情報共有を行った。

ケアマネジャーの資質向上
　ケアマネ連絡会を計画通り６回開催。町診療所より「川越診療所の受診について」、四
日市市在宅医療・介護連携支援センターより「医療と介護の便利帳～むすぶ～につい
て」、「介護現場での医療処置について」、ケアマネジメントの事例検討(２回)、コープみえ
の夕食宅配の試食、三重県地域医療介護総合確保基金事業「ケアマネジャー総合相
談：令和6年度法改正など」の内容で管内のケアマネジャーの資質向上と医療・介護連
携について意識の向上を図った。また、管内ケアマネージャーが対応に苦慮している対
応の難しいケースでは主任介護支援専門員が訪問に同行するなどの支援を行なってい
る。
　行政（福祉課）より、町のケアマネジメント基本方針やケアプラン点検マニュアルの指標
の説明・ケアプランデータ連携システム等について説明や報告を行い、行政とケアネー
ジャーとの情報共有・関係性の構築、ケアマネジメント技術の向上を図った。

指標名

令５/最終

サービス提供基盤の確保
　計画に沿ったサービス基盤が維持されている一方で、地域密着型サービス事業所の
利用者は、計画値よりも下回っており、入所系施設の一定数の空床が続いている。

サービス事業者の育成・指導
　居宅介護支援事業所１カ所の運営指導を実施し、改善事項や指摘事項を事業所に
通知し適正化に努めた。
　また、事業者間会議やケアマネ連絡会において、最新の介護保険情報・介護報酬改
定の情報提供や共有を行うとともに、県集団指導の案内、介護人員・運営基準等への
行政指導の事例を紹介・意見交換等を行った。また、有料老人ホームにおける適切な
サービス提供確保の指導の徹底のため、事業者間会議において、有料老人ホームと居
宅介護支援事業所双方への適切なケアマネジメントのあり方等について、情報共有や説
明を実施した。

介護相談員の派遣

感染症等への備えの促進
　サービス事業所間会議において、国・県・町の新型コロナ関連通知や集団発生時の保
健所や県への報告及び相談等について、情報共有を行った。
　また、令和３年度報酬改定の経過措置期間が迫ってきていることから、国のBCP作成
支援ツールの紹介や、各事業所の進捗状況等の聞き取りや意見交換を実施した。

　介護相談員の事業所派遣については、コロナウイルス感染症の５類への移行に伴い、
通常通りの派遣を再開し、入所系施設や新たな介護事業所への積極的な派遣や、町
内の各介護事業に均一に派遣することで、各事業所のサービスの質の向上に資すること
とする。
　今後も継続してケアマネージャーへの支援や、資質向上のための取組を行い、適正化
の推進とともに、利用者の意向に沿ったサービスの提供や自立支援につなげて行く必要
がある。

介護相談員の派遣回数

評価理由
など

事業所側の受け入れが不可能であることがあったが、おおむね毎月の派遣
事業を行うことができた。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 6

項目名 2

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

％ 2.20 2.27 2.34 2.41

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

％ 6.32 7.06 7.80 8.53

評価方法

一人ひとりに合ったサービスを提供するために

要介護者等へのリハビリテーション

指標名

本町には訪問リハビリテーション、通所リハビリテーションのサービス提供事業所はないも
のの、周辺市町のサービスが利用され、訪問リハビリテーションは国・県並みの利用率ま
で高まってきましたが、通所リハビリテーションの利用率は国・県に比べると低い状況にあ
ります。今後は、リハビリテーションサービスが有効と考えられる人にサービスが提供され
るよう、ケアマネジャーを通じた情報提供などが求められます。

要介護者等の生活機能を「心身機能」、「活動」、「参加」の側面から回復・維持・向上さ
せることをめざし、リハビリテーションサービスの提供体制の構築を図ります。

周辺市町の事業所におけるサービス提供体制の確保を図り、町内の利用者に対するリ
ハビリテーションサービスの利用を促進します。

要介護者等のうち、機能回復に資するサービス利用の見込みがある場合は、自立支援
のための個別ケア会議の開催などを通じて、専門職の関与がなされるよう努めます。

福祉、包括

福祉、包括

リハビリテーションサービス利用の促進

要介護者等の自立支援に向けたリハビリテーション専門職の関与

訪問リハビリテーションサービス
利用率

｢見える化」システムによって、訪問リハビリテーションのサービスの利用率を
把握する。

指標名
通所リハビリテーションサービス
利用率

｢見える化」システムによって、通所リハビリテーションのサービスの利用率を
把握する。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

％ 2.20 2.41 3.29 Ａ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

％ 6.32 8.53 4.73 Ｄ　

課題と対応策

指標名

令５/最終

リハビリテーションサービス利用の促進
　リハビリテーション事業所としての設置は管内に無い状況ではあるが、管内のデイサー
ビスにおいて理学療法士・作業療法士を配置している事業所が増加している。
　在宅医療において、生活機能の維持・改善・向上、自立支援のため、近隣市町の事
業者において適時適切なサービス提供を行うよう努めた。
　なお、,総合事業において、短期集中サービスとして、理学療法士を派遣するサービス
の提供を行う体制を整えているが、利用者はいなかった。

要介護者等の自立支援に向けたリハビリテーション専門職の関与
　町社会福祉協議会に在職している理学療法士が地域ケア会議へ参加したり、理学療
法士協会や作業療法士協会と連携し、包括ケア研修会や「体験型カフェつどい」の講師
を依頼した。また、理学療法士が考案した「吉日体操」のパンフレットをリニューアルし、
包括支援センター職員で地域への体操指導を行った。

　必要な方へのリハビリテーションを提供する体制を整えてきており、今後は、サービスの
提供につなげられるよう、リハビリテーションの効果等の周知を図り、利用を促していくこと
が求められる。

訪問リハビリテーションサービス
利用率

指標名
通所リハビリテーションサービス
利用率

評価理由
など

R2以降は利用率が伸びており、R5年度（３月～12月）の平均は3.29であり、
目標値を上回り、県や国も上回って利用されている。

評価理由
など

R2以降は利用率が低下しており、R5年度（３月～12月）の平均は4.73とな
り、前年度をさらに下回っている。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 6

項目名 3

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

─ ─ ─ ─ ─

評価方法

一人ひとりに合ったサービスを提供するために

介護人材の確保と業務効率化

指標名

人材確保は、介護現場における長年にわたっての課題となっています。本町でも、県が
実施する人材確保事業などに関する情報提供を行い、人材の定着化を図っています
が、慢性的な人材不足が続いている状況です。今後も、介護の仕事に興味や関心を
持ってもらいつつ、人材の確保の有効な方策を見定めていくことが必要です。あわせて、
介護現場の負担軽減に向けた取り組みを進めることも必要です。

介護サービスを安定的に提供していけるよう、町内サービス提供事業所における処遇改
善等を促し、介護人材の確保・定着を図ります。あわせて、事務負担の軽減に向けて、
県等と連携し、業務効率化の取り組みを進めます。

県による研修や資格取得支援などの情報提供を行うとともに、介護の仕事に興味を持っ
てもらうための啓発活動を充実させます。

介護サービス提供事業所に対し、介護ロボットや情報通信機器の導入などに関する補
助金等の情報提供を行います。
また、各種提出資料の簡略化、オンライン化を進めるなど、文書事務等の負担の軽減に
向けた取り組みを進めます。

福祉、包括

福祉

介護人材の育成・確保

業務効率化の促進

事業所における人材不足の実
態把握

実態を把握するため、事業所への調査を行う。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

─ ─ ─ 1 Ｂ　

課題と対応策

指標名

令５/最終

介護人材の育成・確保
 高齢者や認知症の理解の促進や介護職の魅力を発信し次世代の人材確保の取組と
して、教育委員会と連携し、南小・中学校の総合学習の場等を活用し、地域包括支援
センター職員が講師となり、各１学年を対象に授業（講座）を実施した。

業務効率化の促進
 ケアマネ連絡会において、令和５年４月より稼働したケアプランデータ連携システムの利
用促進のため紹介と説明を行った。
　事業所からの指定申請や変更届等にかかる負担軽減のため、規則の見直しを行い、
国の示す標準様式への改正を行い、令和６年４月より標準様式への移行を図った。令
和６年度下半期には、電子申請・届出システムの本格稼働を行い、さらなる事業所等の
負担軽減を図る。
　令和６年度介護報酬医改定関連情報について、国等の情報を共有し、県が実施する
事業所からの問い合わせフォーム等の紹介を行った。

　介護人材の不足、非定着化は、人口減少や処遇面から全国的な課題であり、管内事
業所でもその傾向が見てとれる。今後は、外国人人材の受入や介護ロボットの導入など
多角的に検討する必要がある。また、管内には資源が限られているため、広域的な連携
体制の構築が必要と考える。
　また、令和６年度において、介護労働安定センターと協議を行い、介護補助員講習を
当町で実施予定である。

事業所における人材不足の実
態把握

評価理由
など

令和５年１月、第９期介護保険事業計画策定に係る介護人材実態調査を
実施し、その結果等を介護保険事業計画策定員会で共有した。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 6

項目名 4

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

評価方法

一人ひとりに合ったサービスを提供するために

介護保険以外の入所・入居施設

指標名

65歳以上の人で身体上もしくは、精神上または環境上の理由で居宅での生活が困難な
高齢者は、養護老人ホーム等に入所しています。また、有料老人ホームやサービス付き
高齢者向け住宅は現在町内にはありませんが、周辺市町では立地が進んでおり、介護
保険施設との住み分けや質の確保が課題とされています。今後も、引き続き動向を注
視し、住まいの選択肢として必要性を見定めていくことが求められます。

65歳以上の人で身体上もしくは、精神上または環境上の理由で居宅で生活することが
困難な高齢者に対し、社会復帰の促進及び生活改善をめざし、養護老人ホームへ措置
し、自立のために必要な指導・支援等を行います。
また、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅といった居住系サービスについて

養護老人ホームについては、65歳以上で身体上もしくは、精神上または環境上の理由
で居宅で生活することが困難な高齢者に対し、老人ホーム入所判定委員会において判
定を行います。
また、必要な指導・支援ができるよう、既存施設との連携を強化します。

有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅については、町内への立地を誘導せ
ず、県による許可があった場合も、特定施設入居者生活介護としての指定は見込まな
いこととします。

福祉

福祉

養護老人ホーム

有料老人ホーム等
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 選択

② 進捗度 選択

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

選択

課題と対応策

指標名

令５/最終

養護老人ホーム
新規入所対象者なし。
年度末現在の入所者３名。

有料老人ホーム等
　令和４年度開設のデイサービスを併設した、サービス付き高齢者住宅（特定施設入居
者生活介護の指定を受けない）の令和６年３月時点の入居状況は、定員49床中、７割
程度である。また、令和５年11月に、訪問診療や訪問リハを併設する住宅型有料法人
ホームが開設し、令和６年３月時点の入居状況は、定員４０床中、33床である。
　また、介護相談員事業において、両施設へ相談員を派遣し、運営状況の観察や、利
用者・職員等からの話を聞きとった。
　管内の介護サービス事業者間会議にも、両施設に参加してもらい、情報共有や適正
なサービス提供に資するよう研修等を実施した。

　町内において、サービス付き高齢者住宅と、医療に特化した住宅型有料老人ホーム
が近年設置され、事業運営を開始している。多様な住まいの確保と介護の一体的な実
施等について、サ高住や有料老人ホーム等のニーズや入居状況を把握していく必要が
あるとともに、事業者が過剰な介護サービスを行っていないか等を点検していく必要があ
る。
　また、介護相談員事業においても、相談員の派遣を実施し、サービスの質の改善や利
用者の安心に繋がる取組を行う。

評価理由
など
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 6

項目名 5

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
回 10 11 11 11

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

人 150 160 170 180

評価方法

一人ひとりに合ったサービスを提供するために

介護者への支援

指標名

介護者への支援としては、介護家族を対象に「体験型カフェつどい」を開催し、閉じこもり
がちな住民や介護者が外出する機会をつくっています。また、この外出をきっかけとし
て、必要なサービスにつなげることができています。「体験型カフェつどい」は介護者どうし
の情報交換、負担軽減、知識等の習得に有効であることから、今後も充実を図ることが
求められます。
一方、介護家族の経済的・身体的な負担を軽減するため、紙おむつ等の提供を継続し
ており、状況に合わせた説明・案内を行っています。

介護者の不安や負担を軽減するため、相談体制の充実とともに、同じ立場の方どうしの
つながりをつくり、介護知識や介護技術の向上を図ります。

介護者が気軽に集い、意見交換や相談ができる場を提供し、参加者の知識や技術の向
上を図ります。また、介護者をグループ化し、当事者どうしで主体性を持った相互支援活
動ができるよう支援していきます。

在宅介護者の経済的、身体的負担を軽減するため、紙おむつの支給や理髪サービスな
どを行います。
また、介護者の精神的負担の軽減に向けて、レスパイトケアの体制を強化するとともに、
その周知に努めます。

福祉、包括

福祉、包括

介護者研修会・交流会の開催

介護家族への支援

介護者支援の開催回数

介護者に対する研修会の開催回数をカウントする。

指標名
「体験型カフェつどい」の延べ参
加人数

「体験型カフェつどい」に参加した人の延べ人数をカウントする。

Administrator
タイプライターテキスト
40



年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
回 10 11 11 Ｂ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

人 150 180 131 Ｃ　

課題と対応策

指標名

令５/最終

介護者研修会・交流会の開催
「体験型カフェつどい」は11回開催、延べ131名（実人数32名）の参加があった。

介護家族への支援
　「体験型カフェつどい」に支援対象者が参加することで、介護サービスの利用に繋がり、
介護者のレスパイトケアを行う事が出来た。就労などで相談できにくい介護者への対応と
して毎月第２土曜日に個別介護相談会を新たに実施し8件の実績となった。
　紙おむつ給付サービス（高齢者）登録者延べ1,142人。配達延べ848人。理髪サービ
ス（高齢者）は登録者延べ23人。利用者延べ13人。寝具サービス（高齢者）は、登録者
数延べ20人。利用者延べ6人。 紙おむつ・理髪サービスの有効かつ、介護者の負担軽
減のため、状況に合わせた説明・案内を行い、内容や趣旨を理解いただいた上でサービ
スの利用をしていただいている。

　介護者支援にかかる「体験型カフェ」等の事業は、新型コロナ感染症は5類となり、計
画通り実施できてはいるが、支援困難な事例も多く、スムーズに事業参加に繋げることが
困難なケースも多く見られた。今後も工夫しながら継続的な支援が必要。

介護者支援の開催回数

指標名
「体験型カフェつどい」の延べ参
加人数

評価理由
など

計画通り、実施できた。

評価理由
など

支援困難な事例が多く、スムーズに事業参加に繋げることが困難
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル 6

項目名 6

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

④ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
人 450 450 450 450

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

人 9 10 10 10

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

時間 390 750 750 750

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

人 1,700 3,800 3,800 3,800

評価方法

一人ひとりに合ったサービスを提供するために

ひとり暮らし高齢者等への支援

指標名

ひとり暮らし高齢者等への支援として、配食サービス、ふれあいホームヘルプサービス、
ふれあいデイサービスなどは、引き続き、任意事業として実施しています。これらは、介
護保険サービスや介護予防事業などを補完するものとして効果を発揮し、認定率の低
下につながっています。今後は、各種サービスについて、利用者のニーズに適しているか
どうか検討し、必要に応じて見直していくことが求められます。

ひとり暮らし高齢者等の自立的な在宅生活を支援するため、介護予防の観点を取り入
れつつ、各種サービスや日常生活用具の給付を実施するとともに、各々のサービスにつ
いて、利用者のニーズに即したサービス提供を検討していきます。

ひとり暮らし高齢者等の栄養管理と安否確認のため、介護予防事業の栄養改善と連携
しながら、ひとり暮らし老人等配食サービス事業を進めます。

ひとり暮らし高齢者等の緊急時の安全確保を図るため、緊急通報装置貸与を進め、あ
わせて、より有効な活用方法を検討していきます。

介護予防を推進する観点から、認定を受けていない高齢者のうち、生活状況などから必
要な人に対し、ふれあいホームヘルプサービスやふれあいデイサービスの提供を継続し
ます。

ひとり暮らしの低所得者世帯に対し、電磁調理器、火災報知器などの安全設備の設置
にかかる費用の一部助成を行います。

福祉、包括

福祉、包括

福祉、包括

福祉

配食サービスの推進

緊急通報体制の確保

在宅サービスの推進

日常生活用具の給付

配食サービスの延べ利用者数

配食サービスの延べ利用人数をカウントする。

指標名
緊急通報装置の月平均利用者
数

指標名
ふれあいホームヘルプサービス
の延べ利用時間

指標名

ふれあいホームヘルプサービスの延べ利用時間をカウントする。

ふれあいデイサービスの延べ利用人数をカウントする。

ふれあいデイサービスの延べ利
用者数

緊急通報装置の年間延べ利用人数を12か月で除し、月平均利用人数をカ
ウントする。
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｂ　

④ 進捗度 Ｄ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
人 450 450 466 Ｃ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

人 9 10 8 Ｃ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

時間 390 750 725 Ｂ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

人 1,700 3,800 2,616 Ｄ　

課題と対応策

　認定を受けていない介護予防支援が必要な高齢者等への福祉サービス等の提案や、
必要なサービスの利用を促し、要介護状態への予防に繋げている。

日常生活用具の給付
日常生活用具給付は、申請がなく助成していない。

指標名

令５/最終

配食サービスの推進
　登録者数延べ466人で、配食数6863食であった。安否確認対応は4件。利用者の健
康状態が思わしくない場合、訪問し対応をしている。また配達時に気づいたことを配達員
より報告をもらい対応をしている。

緊急通報体制の確保
　ひとり暮らし高齢者等に対し緊急通報装置の設置を行い、緊急時の見守り体制の確保
につなげている。年度末現在で8名が利用。
　また、SOS見守りネットワークを活用し、協力又は協定する民間事業者、サービス提供
事業所、近隣市町関係機関、三重県等へ行方不明者の捜索協力依頼を１件実施し、
その後発見に至った。その他、家族等からの捜索協力依頼２件あったが、いずれも、すぐ
に発見された。

在宅サービスの推進

ふれあいホームヘルプサービス
の延べ利用時間

　配食料金の支払いが自身で対応できない利用者が増加しており、家族等の支援者と
の連携も必要となっている。介護保険外の福祉サービスについても、必要な人が利用で
きるよう、ケアマネジャー等への制度の説明や周知が今後も必要である。
　コロナ禍において、支援が必要な方の心身機能の低下がみられ、また、85歳以上高齢
者の増加による要介護認定者の増加等により、利用者はコロナ前の水準を下回ってい
る。今後も支援が必要な高齢者に適切なサービスを早期に繋げる取組が引き続き必要
である。

配食サービスの延べ利用者数

指標名
緊急通報装置の月平均利用者
数

指標名

評価理由
など

配食サービスの認知度は高まっており問い合わせはあり傷病により一時的利
用者増えた。しかし介護保険サービスを利用される方が増え配食サービスの
終了や配食利用の回数を減ったこともあり減少。

評価理由
など

今年度は利用者１名減。

評価理由
など

コロナ禍が第５類に移行され、ほぼ計画通り実施できていいる。

評価理由
など

コロナ禍で利用者の重度化や、近年の85歳以上高齢者の増加による要介護
認定者の増加等により、利用者が減少傾向である。

指標名
ふれあいデイサービスの延べ利
用者数
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル ─

項目名 1

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

評価方法

保険料の負担軽減

利用者負担の緩和

貸付制度の実施

介護保険事業の健全化

低所得者対策の実施

指標名

低所得者対策としては、保険料の所得段階を多段階（11段階）に設定し、所得の低い
層への軽減を図っています。また、社会福祉法人等による利用者負担額の軽減措置や
貸付制度についても、法の基準に沿って実施しています。今後も、低所得者への配慮を
行うことが必要です。

介護保険事業を健全に運営していくため、介護保険料の適切な納付を促す一方、低所
得者に対する負担軽減を図ります。

低所得者の負担軽減を図るため、国の基準による負担軽減措置を行います。

社会福祉法人等による利用者負担額の減額措置などについては、国の指針にもとづ
き、継続して実施します。

貸付制度を継続し、高額介護サービス費や償還払いの支払いが一時的に困難な高齢
者に対する貸付を行います。

福祉

福祉

福祉
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｅ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

選択

課題と対応策
制度に基づき進めており、今後も適正に対応していく必要がある。
また、利用者負担軽減等については、利用者からの申請が必要なことから、利用者への
周知・啓発とともに事業所へも情報提供を行い、広く利用者等へ制度の周知を図ってい
くことが必要である。

評価理由
など

実績なし。

指標名

令５/最終

保険料の負担軽減
 法令に基づき保険料段階が第１～３段階749名分の保険料の負担軽減行い、軽減分
については、国、県、町の公費負担となるため、適正な交付金の申請を行った。
　また、第９期介護保険事業計画において、国の法令や地域の実情に即した、低所得
者にも配慮した所得に応じた応能負担による保険料設定を行った。

利用者負担の緩和
　非課税世帯等の低所得者に対し、施設サービス利用者を対象とした、居住費、食費
等を軽減する特定入所者介護サービスについては、施設へ情報共有を行い利用者へ
案内や、更新時に個別に案内と申請書類を送付する等、制度の周知・啓発を行った。
なお、年度末現在、新規・更新者６７名（実人数）を軽減対象者に認定している。
　また、低所得者で生計が困難な方への介護サービスの利用者負担を軽減する社会福
祉法人等による利用者負担軽減制度については、対象者は年度末現在１名を認定して
いる。

貸付制度の実施

Administrator
タイプライターテキスト
45



川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル ─

項目名 2

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

③ 担当課

④ 担当課

⑤ 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
回 0 8 8 8

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
件 1 10 10 10

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
件 48 50 50 50

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
件 9,500 10,000 10,000 10,000

評価方法

単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込
件 680 700 710 720

評価方法
介護給付費の通知件数をカウントする。

利用者に対して介護給付費を通知し、サービス利用の確認を促し、適正なサービス利
用に向けた啓発を行うとともに、不適正な請求を防ぎます。

縦覧点検・医療情報突合数

ケアプラン点検を行った件数をカウントする。

指標名
介護給付費通知数

指標名
住宅改修・福祉用具点検数

指標名

住宅改修及び福祉用具購入にかかる点検を行った件数をカウントする。

縦覧点検及び医療情報との突合を行った件数をカウントする。

認定調査員に対する研修回数をカウントする。

指標名
ケアプラン点検数

要介護認定の適正化

ケアプランの点検

住宅改修等の点検

縦覧点検・医療情報との突合

認定調査員の研修回数

介護給付費の通知 福祉

介護保険事業の健全化

給付の適正化

指標名

給付の適正化を図るため、要介護認定の適正化、ケアプラン点検、住宅改修等の点
検、縦覧点検・医療情報との突合、介護給付費の通知といった５事業に取り組んでいま
す。今後も、各点検等を実施し、介護給付費の適正化やケアマネジャーの資質向上に
つなげることが必要です。

介護保険事業を持続的かつ安定的に運営するため、要介護認定の適正化、ケアプラ
ンの点検、住宅改修・福祉用具の点検、縦覧点検・医療情報との突合、介護給付費の
通知という５つの事業に取り組み、給付の適正化を図ります。

引き続き、四日市市及び三重郡３町との連携強化に努め、認定審査会の共同設置を
行い、統一した視点で公平・公正な要介護認定を行います。
また、認定調査員を確保するとともに、研修会への参加により、公平・公正で適切な認
定調査を行います。

主任介護支援専門員や保健師と連携し、ケアマネジャーが作成した個別のケアプラン
を点検し、利用者のニーズに合わないプランの修正を図るなど、保険者の視点からの確
認及びその結果にもとづく指導を行います。

住宅改修や福祉用具の購入については、利用者の身体状況に応じた適切な給付であ
るかどうかを点検し、不適切なものに対して是正を求めていきます。

複数月にわたる介護報酬の支払い状況を縦覧点検により確認するとともに、医療保険
の情報との突合を行い、請求の誤りや重複請求など、不適正な請求がないか点検しま
す。

福祉

福祉

福祉

福祉
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

③ 進捗度 Ｂ　

④ 進捗度 Ｂ　

⑤ 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
回 0 8 1 Ｃ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
件 1 10 8 Ｂ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
件 48 50 27 Ｂ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
件 9,500 10,000 11,303 Ｂ　

単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価
件 680 720 727 Ｂ　

課題と対応策

住宅改修・福祉用具点検数

指標名
介護給付費通知数

　各点検を実施し、介護給付費の適正化やケアマネジャーの資質向上につなげるととも
に、保険者機能の強化にも結びつけるため、適正化事業５事業を実施する体制づくりが
必要である。また、認定者及び給付の増加に注視するとともに、サービス付き高齢者住
宅や有料老人ホーム等の入所施設での過剰なサービスが行われていないかなど、介
護給付の適正化に努める必要がある。

認定調査員の研修回数

指標名
ケアプラン点検数

指標名

評価理由
など

県主催の認定調査員研修へ調査員に参加してもらい、知識の習得に努め
た。

評価理由
など

居宅介護支援事業の実地指導に併せて、ケアプランの点検を行った。

評価理由
など

住宅改修の工事写真や理由書等の点検、福祉用具申請に基づく要介護度
や理由等による必要性の点検を行った。

評価理由
など

R4.4～R5.3月審査分の内、償還分を除く介護給付費の総件数を計上。国
保連合会に委託し、点検・突合を行った。

評価理由
など

5月と１１月に半年分の利用サービス分について、対象者全員に送付した。

指標名
縦覧点検・医療情報突合数

　住宅改修については、事前申請により、ケアマネ等がケアプランに即して作成する「必
要とする理由書」や見積書、図面による工事施行計画の状況を確認し、必要に応じてケ
アマネ等に聞き取りを行った。また、工事施工後は工事着工前後の写真等を確認し、点
検を行った。

縦覧点検・医療情報との突合
　国民健康保険連合会（国保連）の適正化システムから出力される６帳票にかかる縦
覧点検と医療保険と介護サービスの重複等、医療情報との突合について、国保連へ委
託し実施した。また、点検結果に応じて国保連を通じて事業所へ照会を行い、過誤請
求の発見等に役立てている。

指標名

令５/最終

要介護認定の適正化
　県主催の認定調査員現認研修は、e-ラーニングでの実施であったため、認定調査員
への参加を要請し、調査員の参加（業務の都合等で一部未参加あり）につなげた。
　健康推進課による新規認定、委託している更新、区分変更認定について、調査員が
作成した調査票について、所管・福祉課で記入誤り、特記事項等について、全件点検し
ている。

ケアプランの点検
　３月に居宅介護支援事業所の実施指導を行い、併せてケアプランについて点検を実
施した。

住宅改修等の点検

介護給付費の通知
半年分のサービス利用給付費について、５月と11月に介護給付費通知を行い、利用者
やその家族に対して、自ら受けているサービスを改めて確認し、適正なサービス提供に
繋がるよう取組みを行った。また、給付費通知の目的や通知書の見方等の説明チラシ
を作成し同封している。
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川越町第９期高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　進捗管理シート
章タイトル ─

項目名 3

計画内容
現状と課題

施策の方向

具体的事業
① 担当課

② 担当課

評価指標
単位 令２実績 令３見込 令４見込 令５見込

評価方法

地域密着型サービスの適正運営

地域包括支援センターの適正運営

介護保険事業の健全化

	事業の適正運営

指標名

地域密着型サービスについては、適正な事業所運営がなされるよう実地指導を行いまし
た。今後も、引き続き、実地指導等により適正運営につなげていくことが求められます。
また、地域包括支援センターへ各種サービスを委託していますが、いずれも適切に提供
されています。

介護保険のサービスが適切に提供され、また質の確保が図られるよう、各事業者に対す
る指導・監督に努めます。

地域密着型サービスが適正に運営され、質の確保が図られるよう、地域密着型サービ
ス運営委員会の意見を踏まえた審査を行い、本計画にもとづき適切な事業者指定、指
導及び監督を行います。

地域包括支援センターによる直接・間接のサービスが適切に提供され、かつ質の確保が
図られるよう、地域包括支援センター運営協議会による事業評価を行い、これを踏まえ
た適切な指導・監督を行います。

福祉

福祉
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年度

取組実績

実施内容
① 進捗度 Ｂ　

② 進捗度 Ｂ　

指標の動き
単位 令２実績 令５計画値 令５実績値 評価

選択

課題と対応策
地域密着型サービスと地域包括支援センターについては適正に運営されているが、引き
続き、客観的で適切な評価を行うことがより一層求められる。

評価理由
など

指標名

令５/最終

地域密着型サービスの適正運営
新たな事業者指定はなかった。
運営指導について、後期に町指定居宅介護支援事業所１カ所を実施した。

地域包括支援センターの適正運営
地域包括支援センターへ介護保険制度に基づいた各種事業等を委託しており、適切に
提供されている。また、国の評価指標に基づき前年度の実績について評価を行い、その
結果を共有している。その他、介護保険事業計画の進捗管理の中で、地域包括支援セ
ンターが実施する事業の目標等を定めており、その実績評価についても、進捗管理の中
で実施している。
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